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(注）１．文中における数値は、単位未満の端数は四捨五入によっているため、合計において合致しない場合があります。

ただし、剰余金の処理、企業会計の考え方で作成されている貸借対照表については、単位未満の端数は切り捨て

て処理している場合があります。 

２．文中における各予算の各数値は、特に説明のない限り、当初予算額です。 
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１１．．国国のの会会計計制制度度のの仕仕組組みみ  ～～一一般般会会計計とと特特別別会会計計～～  

((11))予予算算単単一一のの原原則則とと区区分分経経理理  

国の会計は、毎会計年度における国の施策を網羅して通観できるよう、単一の会計（一般会

計）で一体として経理することが、財政の健全性を確保する見地からは望ましいものとされて

います。これを予算単一の原則（単一会計主義）と言います。 

しかしながら、国の行政の活動が広範になり複雑化してくると、場合によっては、単一の会

計では国の各個の事業の状況や資金の運営実績等が不明確となり、その事業や資金の運営に係

る適切な経理が難しくなりかねません。このような場合には、一般会計とは別に会計を設け（特

別会計）、特定の歳入と特定の歳出を一般会計と区分して経理することにより、特定の事業や資

金運用の状況を明確化することが望ましいと考えられます。 

以上の趣旨から、我が国の会計は、「財政法」（昭 22 法 34）の規定において、一般会計の他

に、特定の歳入・特定の歳出をもって一般会計とは経理を別にする特別会計を設置することと

しています。 

＜参照条文＞ 財政法 

第 13 条第 1 項 国の会計を分つて一般会計及び特別会計とする。 

 

（注）1 つの特別会計の中でも、さらに区分して経理する方が適切な場合には、それらを「勘定」として区分してい

ます。 

 

  ((22))  特特別別会会計計のの設設置置要要件件  

特別会計の具体的な設置要件について、財政法第 13 条第 2 項は、次の場合に限って可能

としています。すなわち、国が 

① 特定の事業を行う場合 

② 特定の資金を保有してその運用を行う場合 

③ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合 

に限って、法律で定めることで、特別会計の設置を認めています。 

＜参照条文＞ 財政法 

第 13 条第 2 項 国が特定の事業を行う場合、特定の資金を保有してその運用を行う場合その他特定の歳入を以

て特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合に限り、法律を以て、特別会計を設置す

るものとする。 

 

((33))特特別別会会計計のの設設置置、、管管理理及及びび経経理理のの基基本本理理念念 

特別会計の設置、管理及び経理については、我が国の財政の効率化及び透明化の取組を不断

に図るため、「特別会計に関する法律」（平 19 法 23。以下「特別会計法」といいます。）第 1

条の２において、基本理念として以下の事項が規定されています。 

① 経済社会情勢の変化に的確に対応しつつ、最も効果的・効率的に事務・事業を実施。 

1111

第Ⅰ編　特別会計総論

1



 

 

② 区分経理の必要性を不断に見直し、存続の必要性がない場合は一般会計へ統合するととも
に、特別会計の歳出の財源となる租税収入についても一般会計の歳入へ計上し、国全体の財
政状況の総覧性を確保。 

③ 特別会計における区分経理が必要な場合においても、経理の区分の在り方について不断に
見直し。 

④ 必要以上の資産を保有しないよう、剰余金の適切な処理等の措置。 

⑤ 財務に関する情報を広く国民に公開。 

 

令和３年度においては、経過的なものも含めて 13 の特別会計が設置されています。 

 

図図 11--11  特特別別会会計計（（令令和和３３年年度度））  

 

  

（注） 〈 〉は勘定数、（ ）は所管府省を表します。 

・交付税及び譲与税配付金特別会計
（内閣府、総務省及び財務省）

・地震再保険特別会計
（財務省）

・国債整理基金特別会計
（財務省）

・外国為替資金特別会計
（財務省）

・財政投融資特別会計〈3〉
（財務省及び国土交通省）

・エネルギー対策特別会計〈3〉
（内閣府、文部科学省、経済産業省及び

環境省）

・労働保険特別会計〈3〉
（厚生労働省）

・年金特別会計〈6〉
（内閣府及び厚生労働省）

・食料安定供給特別会計〈7〉
（農林水産省）

・国有林野事業債務管理特別会計
※経過特会 （農林水産省）

・特許特別会計
（経済産業省）

・自動車安全特別会計〈4〉
（国土交通省）

・東日本大震災復興特別会計

（国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府、
デジタル庁、復興庁、総務省、法務省、外務省、
財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産
省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防
衛省）
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② 借入金の借入れ等と公債の発行 

特別会計は、 

・ 不測の保険事故等により一時的に保険給付の財源に不足を生ずる場合 

・ 国債の償還に充てるため借換債を発行する場合 

など、歳入歳出の状況によっては会計外からの資金調達が必要な場合が考えられます。 

 

事業の性質上、借入金の借入れ等や公債の発行が必要な特別会計については、特別会計法

の各特別会計の章において借入金等の対象となるべき経費を規定し、その限度額について

は予算をもって国会で議決を経なければならないとされています。 

 

図図 11--33  令令和和３３年年度度当当初初予予算算ににおおいいてて借借入入金金のの借借入入れれ等等やや公公債債のの発発行行をを計計上上ししてていいるる特特別別会会計計  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 剰余金の処理 

国の決算においては、歳入額から歳出額を引いた差額を剰余金（歳入歳出差額、歳計剰余

金）と呼びます。この剰余金は、国の会計上生じる歳入歳出の差額であって、使途の自由な

余ったお金というわけではありません。一般会計及び特別会計の決算において剰余金が生じ

た場合には、財政法や特別会計法で規定された一定のルールの下、適正に処理することとさ

れています。 

 

一般会計については、その歳入歳出の範囲が特定されていないため、歳入歳出の差額であ

る剰余金は、財政法において、翌年度に繰り越して使用する金額や地方交付税等の精算に充

てる金額を除いた額のうち、2 分の 1 以上の金額を翌々年度までに公債等の償還のための

財源に充てることを規定しています。 

＜参照条文＞ 財政法 

第６条 各会計年度において歳入歳出の決算上剰余を生じた場合においては、当該剰余金のうち、二分の一を

下らない金額は、他の法律によるものの外、これを剰余金を生じた年度の翌翌年度までに、公債又は借入金の

償還財源に充てなければならない。  

２ 前項の剰余金の計算については、政令でこれを定める。 

 

  

借入金の借入れ等 公債の発行 

・交付税及び譲与税配付金 

・エネルギー対策 

・年金 

・食料安定供給 

・国有林野事業債務管理 

・自動車安全 

・国債整理基金 

・財政投融資 

・東日本大震災復興 

 

（注） 借入金の借入れ等については、証券の発行によるものも含まれます。 
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図図 22--55  特特別別会会計計のの積積立立金金等等のの内内訳訳（（令令和和２２年年度度決決算算処処理理後後））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国債整理基金特別会計 3.0兆円
（国債入札の偶発的な未達に備え、一定の水準を維持）

その他

0.2兆円

合合計計

114422..22兆兆円円

食料特会
（食糧管理勘定）

0.1兆円

積積立立金金等等のの合合計計（（注注））：：114422..22兆兆円円（（令令和和２２年年度度決決算算処処理理後後）） ここののううちち、、９９割割以以上上がが将将来来のの保保険険支支払払いい等等へへのの備備ええ

国民年金など保険事業 137.9兆円
（将来の保険支払い等への備え）

財政投融資特別会計 1.2兆円
（将来生じうる損失への備え）

年金 125.6兆円
（国民年金勘定 7.5兆円）
（厚生年金勘定 113.4兆円）
労働保険 9.9兆円
（労災勘定 7.8兆円）
（雇用勘定 2.1兆円） 等

（注）積立金等を有する８特別会計の合計額。

エネルギー特会
0.1兆円
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一一般般会会計計・・特特別別会会計計をを含含めめたた国国全全体体のの財財政政規規模模  

 
((11))  国国全全体体のの財財政政規規模模のの様様々々なな見見方方  

国の会計には、一般会計と特別会計がありますが、これらの会計は相互に完全に独立してい

るわけではなく、一般会計から特別会計へ財源が繰り入れられているなど、その歳出と歳入の

多くが重複して計上されています。また、各特別会計それぞれの性格や目的は多種多様であり、

その歳出の中にも性格の異なる様々なものがあります。 

このため、特別会計を含めた国全体の財政規模を見るうえでは、単純に一般会計と全特別会

計の総額を見るだけでなく、重複計上額及び国債の借換額を除いたり（重複計上額等を除いた

ものを純計額といいます。）、歳入・歳出のそれぞれの性格や目的に応じた整理を行ったうえで、

その規模を捉えることが求められます。 

((22))  総総額額ベベーーススでで見見たた国国全全体体のの財財政政規規模模  

まず、一般会計と全特別会計を単純に合計した総額ベースで国の財政を見てみましょう。総

額ベースで見た国の財政規模は、令和３年度当初予算では、歳入が 602.3 兆円（対前年度＋

105.2 兆円）、歳出が 600.3 兆円（対前年度＋105.9 兆円）となっています。 

((33))  純純計計ベベーーススでで見見たた国国全全体体のの財財政政規規模模  

①①  国国全全体体のの財財政政規規模模をを純純計計ベベーーススでで見見るる必必要要性性  

我が国の予算は、予算の全貌を明らかにする観点から、コストの重複計上による部分につ

いても、財政法第 14 条により、その歳入歳出につき各々その総額を予算に計上することと

しています（総計予算主義）。そのため、それらの歳入・歳出を単純に全て積み上げると、

実質的な国の財政規模をはるかに超えた額になってしまいます。 

例えば、一般会計から特別会計へ繰入れを行い、その特別会計で事業を行った場合、当該

事業費に相当する一般会計の歳入額（一般税収等）とともに、その特別会計にも重複して同

額の歳入額（一般会計からの繰入額）が計上されることから、総額ベースでは倍の歳入があ

るように見えます。同様に、歳出についても、特別会計の歳出額（当該事業費）だけでなく

一般会計にも同額の歳出額（特別会計への繰入額）が計上されて倍の歳出があるように見え

ます。 

 

（注１）国民経済計算（ＳＮＡ）による国民所得統計の計算に当たっては、企業の内部取引に当たる部分は重複

計上されないようになっています。その結果算出された令和元年度における我が国の経済規模 559.7 兆

円に占める公的需要は、141.0 兆円（政府最終消費支出 111.7 兆円、公的固定資本形成 29.3 兆円等）

となっています。 

（注 2）重複計上部分は、企業でいえば倉庫から工場への材料の移出や工場同士の間での製品の移出入といった

内部取引に当たるものです。 

 

このような会計のやり方は、資金のやり取りの内容の細かい部分まで正確に捉えること

ができますが、単純に加算したのでは見かけ上の規模が実際よりも大きくなってしまい、実

質的な規模を見るには適していません。  

国の財政規模の見方について
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  ((55))  国国際際比比較較ベベーーススでで見見たた我我がが国国のの財財政政規規模模  

ＯＥＣＤによる各国比較に用いられる国民経済計算（ＳＮＡ）では、一般政府（中央政府、

地方政府、社会保障基金を合わせたもの）の支出には、債務償還費や財政投融資等に係る支出

は含まれていません。また、アメリカ、フランスなどの諸外国でも国債の債務償還費は、予算

に含まれていません。 

そこで、我が国の財政規模を諸外国と比較する際には、会計間の取引額などの重複額を除い

た上で、さらにこれらを除く必要があります。この場合、我が国の財政規模は、208.7 兆円

（令和元年度）となります。 

なお、ＯＥＣＤのデータ等による令和元年（2019 年）の政府規模（中央政府、地方政府、

社会保障基金を合わせた一般政府総収入・総支出）の各国比較は次のとおりです。 

 

図図 44--66  一一般般政政府府総総支支出出のの国国際際比比較較（（22001199 年年））  

（注）１ 日本は年度、外国は暦年。 

２ 一般政府総支出には、債務償還費及び財政投融資に係る支出は含まれません。 

３ 諸外国は 2019 年実績 

（出典）日 本：令和元年度国民経済計算確報 

諸外国：OECD Stat Extracts/National Accounts (2021.８取得データ) 

  日日本本  

  

アアメメリリカカ  

  

イイギギリリスス  

  

ドド  イイ  ツツ  

  

フフラランンスス  

  

総収入（実績値）   
191.7 兆 

（円）  

6 兆 7,562億 

（ドル）  

8,604 億 

（ポンド）  

1 兆 6,106億 

（ユーロ）  

1 兆 2,746億 

（ユーロ）  

対名目 GDP 比  34.2% 31.5% 38.8%  46.7%  52.3% 

総支出（実績値） 
208.7 兆 
（円） 

8 兆 1,752億 
（ドル） 

9,116 億 
（ポンド） 

1 兆 5,581億 
（ユーロ） 

１兆3,493億 
（ユーロ） 

対名目 GDP 比 37.3% 38.1% 41.1% 45.2% 55.4% 
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２２．．地地震震再再保保険険特特別別会会計計  
 

（（１１））概概要要  
 

地震再保険特別会計は、昭和 39 年の新潟地震を契機に、地震等による被災者の生活の安定に

寄与することを目的として、一定額以上の巨額な地震保険責任を国が再保険することを内容とし

た地震保険制度の実施に当たり、その経理の状況を明確にするために昭和 41 年に設置された特

別会計です。 

 

 

（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

地震再保険事業は、民間損害保険会社が引き受けた地震保険の責任の一部を政府が再保険す

るものです。具体的には、民間損害保険会社が引き受けた地震保険の契約は、すべて日本地震

再保険株式会社に再保険され、日本地震再保険株式会社はそれぞれの保険責任割合に応じて自

らが保有する分、民間損害保険会社に再度再保険する分と政府の地震再保険特別会計に再保険

する分に分けて出再（再保険を引き受けてもらうこと）します。 

 

地地震震再再保保険険特特別別会会計計のの仕仕組組みみ（（資資金金のの流流れれ））  

民間損害保険会社が引き受けた地震保険責任を政府が再保険し、再保険料の受入れ、管理・
運用のほか、民間のみでは対応できない巨大地震発生の際には、再保険金の支払いを行いま
す。  

 

  

※１ リスク配分のため、日本地震再保険株式会社から政府及び民間損害保険会社 
  へ再々保険。 
※２ 民間準備金残高の回復を図るため、令和２年４月以降の保険契約分より一時的 

に再保険割合を官民３：７とする特例配分を実施しています（P43 参照）。 

（注）保険金の支払いは以下のとおり。
通常頻繁に発生する地震･･･すべて民間保険会社等
巨大地震･･･上記に加え政府と民間がそれぞれ1/2

超巨大地震･･･上記に加え12.0兆円を限度として、
政府が約99.75%、民間が約0.25%

日本地震再保険株式
会社の保有分

約69%
再保険料

再保険金

民

間

損

害

保

険

会

社

日

本

地

震

再

保

険

株

式

会

社

再保険料

剰余金
預託

預託金
利子

政 府

保険契約者

保険料

保険金

約30%

約1%

地震再保険
特 別 会 計

財政投融資
特 別 会 計

＜再々保険＞

約1%

政
府
再
保
険
金

※１

※１

特例配分における割合（官民３：７）
（※２）
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 日本企業による、脱炭素社会に向けた質の高いインフラの海外展開やその他の海外事業活

動及びサプライチェーンの確保・再編・複線化等による強靱化の支援 

・（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

資源開発投資等（天然ガス開発・液化事業や金属鉱物事業への出資等）を行う日本企業に

対する出融資・債務保証による支援 

・（株）日本政策投資銀行 

特定投資業務において、ライフサイエンス産業等の競争力強化や、地域企業等の回復・成

長のための民間金融機関・ファンドによる取組を後押し・育成するためのリスクマネーの

供給 

・（株）海外交通・都市開発事業支援機構 

日本企業とともに海外交通・都市開発事業を行う現地事業体への出資等 

   ・（株）海外通信・放送・郵便事業支援機構 

海外において電気通信事業、放送事業もしくは郵便事業又はこれらの関連事業を行う者

に対する資金の供給等 

 

上記の財政融資と産業投資については、政府保証とともに、その予定額を財投機関ごとに取

りまとめた財政投融資計画を、毎年の通常国会において、特別会計予算の添付資料として国

会に提出しています。 

（注）財政投融資計画には、「財政融資資金の長期運用に対する特別措置に関する法律（長期運用法）」（昭 48 法

7）第 5 条に基づき、財政融資のうち期間 5 年以上のもの、産業投資のうち出資及び期間 5 年以上の貸付け、

政府保証のうち期間 5 年以上のものを計上しています。 

 

（参考）特定国有財産整備勘定 

   当勘定では、いわゆるスクラップ・アンド・ビルドの考え方に基づき、当初整備費を借

入金等で賄い、施設完成後、この事業の実施に伴い不用となった財産の処分により借入金

等を償還しています。完成後の施設は、一般会計に無償で引き渡すこととされています。 

特定国有財産整備特別会計が平成 21 年度末をもって廃止されたことに伴い、平成 21

年度までに策定されていた事業で未完了であった 185 事業について、経過的に当勘定に

て経理を行っており、令和 2 年度末における未完了の事業は 17 事業となっています。 

なお、平成 22 年度以降に新規で計画策定した事業については、一般会計にて経理を行

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                  財財投投特特会会のの財財務務のの健健全全性性確確保保 

○ 資産負債管理（ＡＬＭ） 

財政融資資金においては、資金の運用（貸付けなど）と調達（財投債など）の間の期間の

ミスマッチに起因する金利変動リスクが存在しています。このリスクを低減させるため、的

確な資産負債管理（ALM）に努め、貸付金などの資産と財投債などの負債のキャッシュフロ

ーから生じるギャップ（差）の解消に取り組んでいます。 

 

○ 金利変動準備金 

財政投融資改革後の ALM によって、財政融資資金の金利変動リスクは次第に減少してき

ましたが、貸付けの大半が均等償還型のキャッシュフローであるのに対し、財投債が限られ

た年限での満期一括償還型のキャッシュフローであることなどから、現在でも一定の金利変

動リスクが存在します。   

そこで、財政投融資特別会計が長期にわたり安定的な活動を行っていくことができるよう、

利益が発生した場合には金利変動準備金を積み立て、将来生じうる損失に備えることとして

います。 
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②②   剰剰余余金金  
 

令令和和 22 年年度度決決算算  

（単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

令和 2 年度決算における剰余金は、エネルギー対策特別会計全体で 5,374 億円です。 

当該剰余金は、①翌年度繰越額 1,607 億円、②歳出不用額 1,404 億円、③歳入増加額が

202 億円、④前年度剰余金受入増加額 2,160 億円等によって構成されています。このう

ち、④については、令和元年度において生じた歳出不用等が、令和２年度の歳入予算に計上

されず、令和２年度の歳入決算に計上されたものであり、令和２年度において、実際に余っ

た金額ではありません。 

 

 

＜＜エエネネルルギギーー需需給給勘勘定定＞＞  

エネルギー需給勘定における剰余金は、3,846 億円であり、そのうち①翌年度繰越額が

1,508 億円、②歳出不用額が 1,141 億円、③歳入増加額が 272 億円、④前年度剰余金受入

増加額が 924 億円等です。 

（剰余金が生じた理由） 

① については、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金において、事業計画の見直しに

より年度内に事業を終了することができなくなったこと等によるものです。 

② については、石油精製合理化対策事業費等補助金において、事業規模が予定を下回っ

たこと等によるものです。 

③ については、独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構からの出資回収金があっ

たこと等によるものです。    

勘勘定定  
収収納納済済  

歳歳入入額額  

支支出出済済  

歳歳出出額額  
剰剰余余金金  

翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  

積積立立金金積積立立  

資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ

繰繰入入  

エネルギー需給勘定 24,921 21,074  3,846 3,846 - - 

電源開発促進勘定 3,706 3,118 588 588 - - 

原子力損害賠償支援勘定 82,926 81,987 939 939 - - 

特別会計合計 111,554 106,180 5,374 5,374 - - 
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（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、労災勘定、雇用勘定及び徴収勘定に区分され、それぞれ以下の事業等に関する

経理を行います。 

①①  労労災災勘勘定定  

労災勘定は、「労働者災害補償保険法」（昭 22 法 50）による労災保険事業に関する政府の

経理を明確にすることを目的とし、業務上の事由等による労働者の負傷等に対して迅速かつ公

正な保護をするための保険給付及び被災労働者の社会復帰の促進等を図るための社会復帰促

進等事業を行っています。 

（参考資料）「労災補償」 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousai/index.html） 

 

②②  雇雇用用勘勘定定  

雇用勘定は、「雇用保険法」（昭 49 法 116）による雇用保険事業に関する政府の経理を明

確にすることを目的とし、失業等給付及び育児休業給付等を行うほか、雇用安定事業及び能力

開発事業（雇用保険二事業）を行っています。 

（参考資料）「雇用保険」 

（https://www.hellowork.mhlw.go.jp/insurance/insurance_guide.html） 

 

③③  徴徴収収勘勘定定  

徴収勘定は、労働保険料の徴収に係る業務を経理する勘定であり、「労働保険の保険料の徴

収等に関する法律」（昭 44 法 84）により労災・雇用保険事業に係る労働保険料を一元的に徴

収し、徴収した労働保険料等の労災勘定及び雇用勘定への繰入れを行っています。 
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⑥⑥  業業務務勘勘定定  

基礎年金事業、国民年金事業、厚生年金保険事業、福祉年金事業、特別障害給付金事業及び健

康保険並びに船員保険に関し政府が行う適用・徴収に係る事務、子ども・子育て拠出金の徴収業

務等に係る収支を経理しています。なお、これらの事務・事業等で、平成 22 年 1 月に設立さ

れた日本年金機構が行う業務に係る経費については、交付金を交付することとしています。 

（（33））特特別別会会計計のの現現状状  
  

①①  歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和３３年年度度当当初初予予算算））  

 

 

 

 

○歳入総額、歳出総額、（参考）歳出純計額 （単位：億円） 

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

基礎年金勘定 270,874（＋6,309） 270,874（＋6,309） 266,267（＋7,711） 

国民年金勘定 38,289（＋849） 38,289（＋849） 4,278（▲541） 

厚生年金勘定 494,976（＋6,077） 494,976（＋6,077） 296,253（＋3,513） 

健康勘定 124,213（▲953） 124,213（▲953） 109,306（▲887） 

子ども・子育て支

援勘定 

32,450（＋56） 32,450（＋56） 32,432（＋56） 

業務勘定 4,320（＋96） 4,320（＋96） 4,319（＋103） 

特別会計合計 965,123（＋

12,435） 

965,123（＋

12,435） 

712,855（＋9,956） 

 

  

一般会計より受入 24,896 （▲199） 

積立金より受入 821 （＋101）

雑収入等 469 （＋285）

事業主拠出金収入 6,264 （▲131） 

予備費

960

（▲10） 

965,123 億円
(+12,435)

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

国共済連合会等拠出金収入

24,059

（＋582）

厚生年金勘定より受入

196,696

（＋2,439）

国民年金勘定より受入

33,318

（＋1,390）

積立金より受入等

16,801

（＋1,898）

保険料収入

317,417

（▲9,703） 

一般会計より受入

101,998

（＋662）

存続組合等納付金

555

（▲92） 

基礎年金勘定より受入

2,641

（▲992） 

国共済連合会等拠出金収入等

53,667

（＋2,750）

積立金より受入

18,700

（＋13,452）

借入金

14,524

（▲59） 

保険料収入

109,242

（▲732） 

前年度剰余金受入等

446

（▲162） 

一般会計より受入 1,083 （▲18） 

運用収入等 205 （＋1）

国民年金勘定より受入 694 （＋1）

厚生年金勘定より受入 1,998 （＋120）

健康勘定より受入 324 （▲7） 
子ども・子育て支援勘定より受入 18 （＋0）

積立金より受入

5,119

（＋1,412）

基礎年金勘定より受入

1,960

（▲410） 

一般会計より受入

18,957

（＋621）

保険料収入

11,488

（▲129） 

基礎年金給付費

264,369

（＋7,891）

独法納付金等

765

（▲645） 

国民年金勘定へ繰入

1,960

（▲410） 

965,123 億円
(+12,435)

基礎年金勘定

国民年金勘定

厚生年金勘定

健康勘定

子ども・子育て支援勘定

業務勘定

厚生年金勘定へ繰入

2,641

（▲992） 

国共済連合会等交付金

838

（▲209） 

国民年金給付費

3,606

（▲543） 

基礎年金勘定へ繰入

33,318

（＋1,390）

保険給付費

240,509

（▲1,195） 

基礎年金勘定へ繰入

196,696

（＋2,439）

存続厚生年金基金等給付費等負担金等

5,758

（＋1,698）

保険料等交付金

109,262

（▲892） 

国債整理基金特会へ繰入

14,582

（▲59） 

業務勘定へ繰入等

369

（▲2） 

業務勘定へ繰入

1,998

（＋120）

業務勘定へ繰入

694

（＋1）

予備費等

1,067

（＋30）

特別障害給付金給付費等

27

（▲1） 

国共済連合会等交付金

49,056

（＋3,025）

児童手当等交付金 12,949 （▲312） 

子どものための教育・保育給付等 15,299 （＋556）

地域子ども・子育て支援及
仕事・子育て両立支援事業費

3,804 （▲110） 

事務費等 328 （▲83） 

予備費 69 （＋5）

予備費等

644

（＋3）

事務費等 1,133 （＋71）

日本年金機構運営費 3,188 （＋26）

【 歳入 】 【 歳出 】 （単位：億円） 
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○子ども・子育て支援勘定の歳入・歳出の内容                （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

事業主拠出金収

入 

6,264(▲131)  児童手当の支給等に係る事業主負担金の受入見込額（「子ど

も・子育て支援法」等に基づく一般事業主の令和３年度の被

用者数等の見込み数の減少による減） 

一般会計より受

入 

24,896(▲199) 児童手当等の支給、子どものための教育・保育給付等及び地

域子ども・子育て支援事業に係る国庫負担金並びに当該給

付事務に必要な経費の受入見込額（事務費等の減少による

減） 

積立金より受入 821（＋101） 

 

事業主負担に係る児童手当等の支給及び子ども・子育て支

援交付金等の財源に充てるための積立金からの受入見込額 

雑収入 38（▲8） 児童手当等に係る返納金の受入見込額等 

前年度剰余金受

入 

431（＋293） 前年度決算上の剰余金の受入見込額 

合計 32,450 

（＋56） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

児童手当等交付

金 

12,949 

（▲312） 

児童手当等の支給に係る国庫負担金及び事業主負担金 

子ども・子育て支

援推進費 

15,299 

（＋556） 

子どものための教育・保育給付に係る交付金等（保育の受け

皿拡大や幼児教育・保育の無償化に伴う子どものための教

育・保育給付等の増） 

地域子ども・子育

て支援及仕事・子

育て両立支援事

業費 

3,804 

（▲110） 

地域子ども・子育て支援及び仕事・子育て両立支援事業に必

要な経費（仕事・子育て両立支援事業の事業規模の見直しに

よる減） 

業務取扱費 326（▲83） 児童手当等に関する事務に必要な人件費、事務費等 

諸支出金 2（＋０） 児童手当拠出金の還付金 

予備費 69（＋5） 予見し難い予算の不足に充てるための経費 

合計 32,450 

（＋56） 

 

 

○業務勘定の歳入・歳出の内容                       （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受

入 

1,083（▲18） 厚生年金保険事業、国民年金事業等の事務に要する費用に

充てるための国庫負担金の一般会計からの受入見込額 

他勘定より受入 3,033 

（＋114） 

国民年金勘定、厚生年金勘定、健康勘定及び子ども・子育て

支援勘定からの受入額 

特別保健福祉事

業資金より受入 

０（＋０） 

 

特別保健福祉事業資金の清算に係る当該資金の残余の受入

見込額 

独立行政法人福

祉医療機構納付

金 

1（▲0） 

 

（独）福祉医療機構から納付される納付金の受入見込額 

雑収入 65（▲35） 国民年金保険料等の延滞金の受入見込額等 

前年度剰余金受

入 

139（＋36） 前年度の決算上の剰余金見込額 
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○○  漁漁船船再再保保険険勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                    （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

再保険料 0（—） 漁船保険組合からの漁船保険等に係る再保険料収入見込

額 

一般会計より受

入 

   73（▲1） 漁船損害等補償法に基づく保険料国庫負担金の財源及び

事務取扱いに必要な人件費、事務費等の財源の一般会計か

らの受入見込額 

前年度繰越資金

受入 

10（▲1） 未経過の再保険期間に対する再保険料として前年度から

繰り越される資金の受入見込額等 

積立金より受入      1（＋０） 再保険金等の財源に充てるための積立金からの受入見込

額 

雑収入      0（▲0） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額等 

合合計計  84（▲2）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

漁船再保険費及

交付金 

   68（▲2） 漁船損害等補償法に基づく保険料国庫負担金の漁船保険

組合への交付や再保険金の支払等 

事務取扱費業務

勘定へ繰入 

6（▲0） 

 

漁船再保険事業に係る人件費、事務費等に要する財源の業

務勘定への繰入れ 

予備費  1（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 74（▲2）  

○○  漁漁業業共共済済保保険険勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                   （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

保険料 0（—） 漁業共済組合連合会からの漁業共済保険に係る保険料収

入見込額 

一般会計より受

入 

104（▲0） 漁業災害補償法に基づく共済掛金国庫補助金の財源並び

に事務取扱いに必要な人件費及び事務費の財源の一般会

計からの受入見込額 

前年度繰越資金

受入 

   36（＋16） 未経過の保険期間に対する保険料として前年度から繰り

越される資金の受入見込額等 

雑収入 0（—） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額等 

合計 140（＋16）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

漁業共済保険費

及交付金 

103（＋1） 漁業災害補償法に基づく共済掛金国庫補助金の漁業共済

組合連合会への交付や保険金の支払等 

事務取扱費業務

勘定へ繰入 

1（▲0） 漁業共済保険事業に係る人件費及び事務費に要する財源

の業務勘定への繰入れ 

予備費 1（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 105（＋1）  
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○○  業業務務勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                      （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

他勘定より受入    145（▲8） 人件費、事務費等に要する財源に充てるための各事業勘定

（国営土地改良事業勘定除く）からの受入見込額 

雑収入 0（▲0） 不動産の貸付料収入見込額等 

合計 145（▲8）  

 
（歳出） 

 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

事務取扱費 143（▲8） 事務取扱いに必要な人件費、事務費等 

予備費  2（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 145（▲8）  

○○  国国営営土土地地改改良良事事業業勘勘定定のの歳歳入入・・歳歳出出のの内内容容                （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受

入 

62（▲7） 土地改良工事に要する経費の財源に充てるための一般会

計からの受入見込額 

土地改良事業費

負担金収入 

97（▲20） 国営土地改良工事に必要な経費のうち、道県が負担する負

担金の受入見込額 

借入金 10（▲2） 土地改良工事に要する経費の財源に充てるための財政融

資資金からの借入見込額 

前年度剰余金受

入等 

2（▲1） 前年度の決算上の剰余金及び雑収入見込額 

合計 171（▲30）  
 

（歳出） 
 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

土地改良事業に

必要な経費 

63（▲4） 国が施行するかんがい排水事業（6 地区）及び総合農地防

災事業（2 地区） 

土地改良事業工事

諸費に必要な経費 

11（▲4） 国営土地改良事業に必要な現場事務所の人件費、事務費 

土地改良事業費

負担金等収入一

般会計へ繰入 

19（▲25） 土地改良事業費負担金収入の一般会計への繰入れ 

東日本大震災復

興土地改良事業

費負担金等収入

一般会計へ繰入 

０（皆増） 土地改良事業費負担金収入の一般会計への繰入れ 

東日本大震災復興

土地改良事業費負

担金等収入東日本

大震災復興特別会

計へ繰入 

２（皆増） 

 

土地改良事業費負担金収入の東日本大震災復興特別会計

への繰入れ 

国債整理基金特

別会計へ繰入 

74（＋2） 借入金の償還の支払財源に充てるための国債整理基金特

別会計への繰入れ 

予備費 2（▲1） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 171（▲30）  
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＜＜農農業業再再保保険険勘勘定定＞＞  

農業再保険勘定における剰余金は、86 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

家畜共済の疾病傷害共済で掛金負担の少ない補償内容を選んだ農業者が想定よりも多かった

こと等により、農業共済組合連合会等交付金を要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、予算措置において翌年度に繰り越すべき未経過再保険料 22 億円があるほか、農

業共済組合連合会等交付金に係る不用額 31 億円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過再保険料及び支払備金に相当する金額として75億円を差し引くと歳入歳出

の差額は 11 億円です。 

特別会計法第 134 条第 1 項の規定により積立金として 11 億円を積み立て、未経過再保険料

及び支払備金に相当する金額として 75 億円を特別会計法第 8 条第 1 項の規定により翌年度の

歳入に繰り入れることとしています。 

  

＜＜漁漁船船再再保保険険勘勘定定＞＞  

漁船再保険勘定における剰余金は、49 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

歳入において、令和元年度において保険事故が少なかったことにより、予算上見込んでいなか

った前年度剰余金受入があったこと、歳出において保険事故が少なかったことにより再保険金を

要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、前年度剰余金受入 20 億円のほか、再保険金に係る不用額 18 億円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過再保険料及び支払備金に相当する金額として 9 億円を差し引くと歳入歳出

の差額は 40 億円です。 

「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」（平 23 法 40）第

34 条第 2 項の規定により令和３年度特別会計予算予算総則で定める金額 20 億円を一般会計に

繰り入れ、未経過再保険料及び支払備金に相当する金額 9 億円と残額 19 億円は、特別会計法第

8 条第 1 項の規定により翌年度の歳入に繰り入れることとしています。 

 

＜＜漁漁業業共共済済保保険険勘勘定定＞＞  

漁業共済保険勘定における剰余金は、27 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

歳入において未経過保険料の受入が多かったこと、歳出において漁業共済組合連合会交付金を

要することが少なかったこと等によるものです。 

その詳細は、未経過保険料受入 19 億円のほか、漁業共済組合連合会交付金に係る不用額 4 億

円等です。 

（剰余金の処理の方法） 

剰余金から未経過保険料及び支払備金に相当する金額として 144 億円を差し引くと 117 億

円の不足が生じました。この不足金は、補足すべき積立金がないので繰越損失となります。 

 

＜＜業業務務勘勘定定＞＞  

業務勘定における剰余金はありません。 

なお、不用額が 6７億円生じていますが、これは事務人件費等が予定より少なかったことによ

るものであり、その際、この財源に充てる資金受入（各事業勘定からの受入）も同額減少するこ

とから、剰余金は生じないことになります。  

第Ⅱ－９ 食料安定供給特別会計

135



 

＜＜国国営営土土地地改改良良事事業業勘勘定定＞＞  

国営土地改良事業勘定における剰余金は、11 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

事業計画の変更に係る地元関係機関との調整が難航したことにより、年度内の工事完了が困難

になったこと等によるものです。 

その詳細は、土地改良事業費に係る翌年度への繰越額 7 億円、不用額 23 百万円等です。 

なお、土地改良事業費に係る不用額が上記のほか 2 億円生じていますが、これは事業計画の変

更等により、土地改良事業費等が予定より少なかったことによるものであり、その際、この財源

に充てる資金受入（一般会計より受入等）も減少することから、剰余金の発生にはつながりませ

ん。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法附則第 67 条第 3 項において読み替えられた特別会計法第 8 条第 1 項の規定によ

り、国営土地改良事業勘定の翌年度の歳入に繰り入れ、翌年度以降の事業費等の財源に充てるこ

ととしています。 

 

 

③③   積積立立金金等等  

積積立立金金（（農農業業再再保保険険勘勘定定））  

①①  積積立立金金のの残残高高                                                  （単位：億円） 

令令和和 33 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 33 年年度度予予算算））  

令令和和 22 年年度度末末  
（（令令和和 22 年年度度決決算算処処理理後後））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

1,413 1,889 1,878 

②②  積積立立金金のの目目的的  

農業再保険勘定の財務の健全性の観点から、将来発生し得る通常の予測を超える危険が発生

した場合においても再保険金等の十分な支払能力を確保するため、毎会計年度の歳入歳出の決

算上剰余金が生じた場合には、再保険金等に充てるために必要な金額を、積立金として積み立

てることとしています。 

③③  積積立立金金のの水水準準  

令和 2 年度決算による積立金の金額を踏まえ、ソルベンシー・マージン比率を試算したとこ

ろ、約 117％となります。過去（平成 5 年度）には 4,000 億円を超える再保険金の支払いが

あったことを勘案すれば、積立金が過大とはいえません。 
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（（３３））特特別別会会計計のの現現状状  
 

①①   歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和 33 年年度度当当初初予予算算））  
 
 

 

 

○ 歳入総額、歳出総額、（参考）歳出純計額 （単位：億円） 

歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

9,318（▲11,422） 9,318（▲11,422） 7,715（▲9,308） 

 

○ 歳入・歳出の内容                           （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明  

復興特別所得税 3,920  

（▲191） 

「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために

必要な財源の確保に関する特別措置法」（平 23 法 117。以

下「復興財源確保法」といいます。）に基づく、復興特別所得

税収の見込額 

一般会計より受入 42 

（▲166） 

特別会計法第 227 条の規定による復興費用及び復興債の償

還費用の財源に充てるための一般会計からの受入見込額 

特別会計より受入 2 

（皆増） 

特別会計法附則第 231 条第 13 項の規定により食料安定供

給特別会計から受け入れる受入見込額 

復興公債金 2,183  

（▲7,058） 

復興財源確保法第 69 条第 4 項の規定により発行する復興

債に係る公債金収入の見込額 

公共事業費負担金

収入 

8 

（▲498） 

国が施行する公共事業に必要な経費のうち、地方公共団体等

が負担する負担金の受入見込額 

災害等廃棄物処理

事業費負担金収入 

8 

（＋5） 

 

「東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特

別措置法」（平 23 法 99）第 5 条第 1 項の規定により市町

村が負担する負担金の受入見込額 

雑収入 3,155  

（▲3,508） 

 

「平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地

震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質

による環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平 23 法

110）第 44 条第１項の規定により関係原子力事業者が負担

【 歳入 】 【 歳出 】 
（単位：億円） 

9,318
（▲11,422）

原子力災害

復興関係経費
4,690

（▲2,810）
9,318

（▲11,422）

復興特別所得税
3,920

（▲191）

税外収入
3,170

（▲4,008）

復興公債金
2,183

（▲7,058）

復興加速化・
福島再生予備費

1,500
（▲1,500）

その他の東日本大
震災関係経費

837
（▲221）

国債整理基金特別会計への繰入等
277（▲41）

復興関係公共事業等
598（▲4,678）

災害救助等関係経費
62

（▲54）

災害関連融資関係経費
28（▲44）

地方交付税交付金
1,325

（▲2,073）

一般会計より受入
42（▲166）

特別会計より受入
2（皆増）
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年度 
特別会計の新設 特別会計の廃止 対前年度 

増△減 
年度末 
特会数 新設数 新 設 会 計 廃止数 廃 止 会 計 名 

３６ ３ 

 ・国民年金 
 ・機械類賦払信用保険 
 ・港湾整備 
 （森林保険） 

１ 

 ・特定港湾施設工事 
 
 
 （森林火災保険） 

＋ ２ ４１ 

３８ １  ・中小企業高度化資金融通 １  ・特定物資納付金処理 ０ ４１ 

３９ ２ 
 ・国立学校 
 ・自動車検査登録 

 
 

＋ ２ ４３ 

４１ ２ 
 ・都市開発資金融通 
 ・地震再保険 

 
 

＋ ２ ４５ 

４２ １ 
 ・石炭対策 
 （漁船再保険及漁業共済保険） 

１ 
 ・中小企業高度化資金融通 
 （漁船再保険） 

０ ４５ 

４３ 
 
 

 
２ 

 ・経済援助資金 
 ・余剰農産物資金融通 

△ ２ ４３ 

４４  
 

（特定国有財産整備） 
１ 

 ・糸価安定 
 （国有財産特殊整理資金） 

△ １ ４２ 

４５ １ 
 ・空港整備 
 （機械類信用保険） 

 
 

 
 （機械類賦払信用保険） 

＋ １ ４３ 

４７ １ 

 ・労働保険 
 
 
 （石炭及び石油対策） 

３ 

 ・労働者災害補償保険 
 ・失業保険 
 ・開拓者資金融通 
 （石炭対策） 

△ ２ ４１ 

４９ １  ・電源開発促進対策   ＋ １ ４２ 
５０   １ ・木船再保険 △ １ ４１ 
５１   １ ・中小漁業融資保証保険 △ １ ４０ 
５２   １ ・貴金属 △ １ ３９ 
５４   １ ・賠償等特殊債務処理 △ １ ３８ 

５５  
石炭並びに石油及び石油代替エ 
ネルギー対策 

 
（石炭及び石油対策） 

 
 ３８ 

５９ １  ・特許 １  ・機械類信用保険 ０ ３８ 

６０ １ 
 ・登記 
 （農業経営基盤強化措置） 

１ 
 ・あへん 
 （自作農創設特別措置） 

０ ３８ 

６１   （国営土地改良事業）   （特定土地改良事業）  ３８ 
６２   （貿易保険）   （輸出保険）  ３８ 
２   （簡易生命保険）   （簡易生命保険及び郵便年金）  ３８ 

５  
 石炭並びに石油及びエネルギー 
需給構造高度化対策 

 
 石炭並びに石油及び石油代替エ 

ネルギー対策 
 ３８ 

１３ 
 
 

 
 
 

（財政融資資金） 
（貿易再保険） 

１ 
 ・アルコール専売事業 
 （資金運用部） 
 （貿易保険） 

△ １ ３７ 

１４  
石油及びエネルギー需給構造高 
度化対策 

 （自動車損害賠償保障事業） 
 

 石炭並びに石油及びエネルギー 
需給構造高度化対策 

 （自動車損害賠償責任再保険） 
 ３７ 

１５  

 

５ 

 ・郵政事業  
 ・郵便貯金  
・簡易生命保険 
 ・造幣局 
 ・印刷局 

△ ５ ３２ 

１６  
 
 （国立高度専門医療センター） 

１ 
 ・国立学校 
 （国立病院） 

△ １ ３１ 

１９ ３ 

 ・年金 
 
 ・食料安定供給 
 
 ・エネルギー対策 

６ 

 ・厚生保険 
 ・国民年金 
 ・食糧管理 
 ・農業経営基盤強化措置 
 ・電源開発促進対策 
 ・石油及びエネルギー需給構造高度 
化対策 

△ ３ ２８ 

２０ ３ 

 ・財政投融資 
 
 ・社会資本整備事業 
 
 
 
 
 ・自動車安全 

１０ 

 ・財政融資資金 
 ・産業投資 
 ・道路整備 
 ・治水 
 ・港湾整備 
 ・空港整備 
 ・都市開発資金融通 
 ・自動車損害賠償保障事業 
 ・自動車検査登録 
 ・国営土地改良事業 

 
△ ７ 

 
２１ 

２１   １  ・船員保険 △ １ ２０ 

２２  
 

２ 
 ・特定国有財産整備 
 ・国立高度専門医療センター 

△ ２ １８ 

２３   １  ・登記 △ １ １７ 
２４ １  ・東日本大震災復興   ＋ １ １８ 
２５ １  ・国有林野事業債務管理 １  ・国有林野事業 ０ １８ 

２６  
  
 ３ 

・農業共済再保険 
 ・漁船再保険及び漁業共済保険 
 ・社会資本整備事業 

 
△ ３ 

 
１５ 

２７   １ ・森林保険 △ １ １４ 

２９   １ ・貿易再保険 △ １ １３ 
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４４．．特特別別会会計計歳歳出出のの内内訳訳（（令令和和３３年年度度当当初初予予算算））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：億円）

区　分 歳出総額
一般会計への

繰入
他会計・他勘

定へ繰入
借換債償還 歳出純計額

債務償還費・
利払費

地方交付税
交付金等

財政融資
資金への繰入

年金・健保
給付金等

歳出純計額から
国債償還費・
社会保障給付

費等を除いた額

対前年度
増減

交付税及び譲与税配付金 518,047 - 319,739 - 198,309 - 198,276 - - 33 △0

地震再保険 1,074 - - - 1,074 - - - - 1,074 △165

国債整理基金 2,467,893 - 1,057 1,471,929 994,906 994,904 - - - 2 1

外国為替資金 10,793 0 5,069 - 5,723 - - - - 5,723 825

財政投融資 726,240 1 269,922 - 456,317 1,742 - 450,000 - 4,575 △ 864

エネルギー対策 140,541 22 129,416 - 11,102 - - - - 11,102 △ 161

労働保険 76,094 3 26,888 - 49,202 - - - 30,654 18,548 5,710

年金 965,123 8 252,260 - 712,855 - - - 702,819 10,036 △ 216

食料安定供給 12,164 107 2,135 - 9,922 - - - - 9,922 △ 222

国有林野事業債務管理 3,616 - 3,616 - - - - - - - -

特許 1,562 3 - - 1,559 - - - - 1,559 △ 87

自動車安全 4,528 285 356 - 3,887 - - - - 3,887 △ 803

東日本大震災復興 9,318 1 1,602 - 7,715 - - - - 7,715 △ 9,308

合　計 4,936,992 430 1,012,060 1,471,929 2,452,572 996,646 198,276 450,000 733,474 74,177 △ 5,290

特別会計

歳出純計額から
国債償還費、
社会保障給付

費等を除いた額

事務費 人件費 事業費 予備費

交付税及び譲与税配付金 33 3 - 4 26

地震再保険 1,074 0 1 1,073 0

国債整理基金 2 -                 - 2 -

外国為替資金 5,723 36 5 2,683 3,000

財政投融資 4,575 36 39 3,799 701

エネルギー対策 11,102 186 98 10,790 28

労働保険 18,548 1,733 892 15,309 615

年金 10,036 198 215 7,518 2,104

食料安定供給 9,922 40 26 8,785 1,071

国有林野事業債務管理 - - - - -                 

特許 1,559 1,032 370 155 2

自動車安全 3,887 179 766 2,937 5

東日本大震災復興 7,715 44 116 6,055 1,500

合　　計 74,177 3,486 2,529 59,109 9,052

（（歳歳出出純純計計額額かからら国国債債償償還還費費、、社社会会保保障障給給付付費費等等をを除除いいたた額額のの内内訳訳））
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６６．．各各特特別別会会計計のの積積立立金金等等のの状状況況（（令令和和２２年年度度決決算算処処理理後後））

（単位：億円、単位未満四捨五入）

積立金 19,764
保険料収入を財源として、将来の巨大地震の発生の際に、被保険者に対する再保険金を支払うた
めに設けられているものである。

国債整理基金 30,050

国債整理基金特別会計は、一般会計において発行された国債を含め、国全体の債務の整理状況を
明らかにすることを目的とした整理区分会計であるとともに、定率繰入れ等の形で一般会計及び
特別会計から資金を繰入れ、普通国債等の償還財源として備える「減債基金」の役割を担ってい
る。

財政融資資金勘定 積立金 11,971
毎会計年度の剰余金が生じた場合、積立金に積み立て、将来生じうる損失に備えることとされて
いる。

投資勘定 投資財源資金 －
投資の財源の一部を補足すべき原資の確保を図るために資金を設置しており、一般会計からの繰
入金及び投資財源資金の運用による利益金をそれに充てることとしている。

電源開発促進勘定
周辺地域整備

資金
－

電源立地の進展に伴って、将来発生する電源立地地域対策交付金その他発電の用に供する施設の
設置及び運転の円滑化に資するための財政上の措置に要する費用を確保するため、資金を設置し
ている。

原子力損害賠償支援勘定
原子力損害賠
償支援資金

583
原子力損害賠償・廃炉等支援機構に交付された国債の償還金及び当該国債の償還に関する諸費の
支出として、国債整理基金特別会計への繰入を円滑に実施するために要する費用を確保すること
としている。

労災勘定 積立金 78,318
収入のうち当該年度の給付に要した分以外は、積立金として保有している。
将来の年金給付の原資であり、いわば責任準備金としての性格を有するものである。

積立金 19,826
雇用失業情勢が悪化した際にも安定的な給付を行うため、好況期に資金を積み立て、不況期にこ
れを財源として使用するものであり、将来の失業等給付費に充てるため、雇用保険制度の安定的
な運営の確保の重要性を勘案して必要な金額を積み立てることとしている。

育児休業給付
資金

1,061
子を養育するために休業した労働者の生活及び雇用の安定を図るために積み立てる資金であり、
将来の育児休業給付費の増大に充てるため、中期的に収支のバランスが取れるよう必要な金額を
組み入れることとしている。

雇用安定資金 －

不況期に雇用安定事業の経費として機動的・集中的に支出しうるため、平常時に将来必要となる
資金を積極的に積み立て、雇用安定事業をその目的に則して円滑に実施しようとするものであ
り、将来の雇用安定事業費に充てるため、雇用失業情勢の変動に応じて雇用安定事業を機動的に
運営するために必要な金額を勘案して組み入れている。

基礎年金勘定 積立金 41,942

国民年金勘定 積立金 75,498

厚生年金勘定 積立金 1,134,126

子ども・子育て支援勘定 積立金 4,341

児童手当交付金、子どものための教育・保育給付交付金並びに子ども・子育て支援交付金及び仕
事・子育て両立支援事業費の財源に充てるために必要な金額を積立金として積み立てることとし
ており、子ども・子育て支援制度の安定的な運営の確保の重要性を勘案して将来の給付等のた
め、一般事業主からの拠出金の一部を積立金として積み立てている。

業務勘定
特別保健福祉

事業資金
0
老人保健制度に係る被用者保険の拠出金負担軽減を図るため、平成元年に設置。平成２０年度よ
り新たな高齢者医療制度が施行されたことに伴い事業を廃止し、平成２１年度において資金を清
算。平成２２年度以降は、過去の事業に係る返還金の受入・精算を行っている。

食糧管理勘定 調整資金 1,234
米麦の売買に必要な自己資金として、利益は調整資金に組み入れ、損失はその損失額を限度とし
て調整資金の減額を行い、食糧管理勘定の運営の健全化に資するため設置している。

農業再保険勘定 積立金 1,889
保険料率は、過去の被害率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、自然災害
の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の再保険金等
の支払の不足に備え、剰余金を積み立てている。

漁船再保険勘定 積立金 57
保険料率は、過去の危険率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、事故や自
然災害の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の再保
険金等の支払の不足に備え、剰余金を積み立てている。

漁業共済保険勘定 積立金 －
保険料率は、過去の危険率を基に長期的に収支が均衡するよう制度設計されているが、事故や自
然災害の発生状況により、単年度でみれば剰余や不足が生じることとなる。そこで、将来の保険
金等の支払の不足に備え、剰余金を積み立てることとしている。

保障勘定 積立金 133
政府再保険制度を廃止した平成13年度以前に締結された再保険契約に基づく再保険金の支払い等
のため積み立てている。

自動車事故対策勘定 積立金 1,594
事故による重度後遺障害者等の被害者救済対策及び事故発生防止対策の実施のため積み立ててい
る。

1,422,388

国債整理基金

特別会計・勘定
積立金等
の名称

令和２年度
決算処理後残高

積立金等の性格

地震再保険

財政投融資

自動車安全

合　計

食料安定供給

エネルギー対策

労働保険

雇用勘定

年金等の将来給付に充てるため、積み立てている。

年金
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